
5 リン酸ジブチル＝フェニル 

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：リン酸ジブチル＝フェニル 
（別名：ジブチルフェニルホスファート、ジブタン-1-イル=フェニル=ホスファート、 

リン酸ジ-ノルマル-ブチル=フェニル、リン酸ジ-n-ブチル=フェニル） 
CAS 番号：2528-36-1 
化審法官報公示整理番号：3-4665（ジブチル＝フェニル＝ホスファートを主成分（65%

以上）とする、ブチル＝ジフェニル＝ホスファート、

ジブチル＝フェニル＝ホスファート及びトリブチル

＝ホスファートの混合物） 
化管法管理番号：562 
RTECS 番号：TB9626600 
分子式：C14H23O4P 
分子量：286.30 
換算係数：1 ppm = 11.71 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式：  

 

（2）物理化学的性状 

本物質は淡黄色透明の液体で、揮発性物質である1)。 

融点 87.46℃ (MPBPWIN 2)により推定) 

沸点 155℃ (133 Pa) 3) 

密度  

蒸気圧 0.00186 Pa (25℃) (MPBPWIN 2)により推定) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) 4.27 (pH 不明、精製水) 4)、4.27 (pH 不明) 3) 

酸解離定数（pKa）  

水溶性（水溶解度） 96 mg/L 3) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 
生物分解性  
好気的分解（難分解性5)） 

分解率：LC/MS 2％（平均値）（試験期間：4 週間）6) 
 
化学分解性 

［5］リン酸ジブチル＝フェニル 

― 162 ―



5 リン酸ジブチル＝フェニル 

OH ラジカルとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：56×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN 7)により推定） 
半減期：1.1～11 時間（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105 分子/cm3 8)と仮定して推

定） 
 
加水分解性 

分解性スクリーニング試験の結果、冷暗所での 7 日後の残存率は 88.1%（調製濃度：

20.0 ng/mL、pH = 7）だった9)。 
 
生物濃縮性（高濃縮性でない5)） 
生物濃縮係数(BCF)： 

35（試験生物：コイ、試験期間：61 日間、試験濃度：0.05 mg/L）6) 

20～54（試験生物：コイ、試験期間：61 日間、試験濃度：0.005 mg/L）6) 
（備考：試験サンプルとしては届出物質（混合物）を使用し、定量対象は本物質の

みとしている。）6) 
 
土壌吸着性 

有機炭素補正土壌吸着係数(Koc)：930（KOCWIN 10) により推定） 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 製造輸入量等 

ジブチル＝フェニル＝ホスファートを主成分（65%以上）とする、ブチル＝ジフェニル＝ホ

スファート、ジブチル＝フェニル＝ホスファート及びトリブチル＝ホスファートの混合物の

化審法に基づき公表された製造・輸入数量の推移を表 1.1 に示す11)。 

 
表 1.1 ジブチル＝フェニル＝ホスファートを主成分（65％以上）とする、ブチル＝ジフ

ェニル＝ホスファート、ジブチル＝フェニル＝ホスファート及びトリブチル＝ホスファート

の混合物の製造・輸入数量の推移 a) 

年度 2019 2020 2021 2022 2023 

製造・輸入数量 (t) X b) X b) X b) X b) X b) 
注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

b) 届出事業者が 2 社以下のため、製造・輸入数量は公表されていない。 

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、潤滑油の添加剤である1)。また、耐火性航空機油圧作動油に使用さ

れ12)、製品中に 20～70%含まれるとの情報がある13)。 
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（5）環境施策上の位置付け 

本物質は、化学物質排出把握管理法（化管法）第一種指定化学物質（管理番号：562、政令

番号：509）に指定されている。 
リン酸エステル類は、人健康影響及び生態影響の観点から水環境保全に向けた取組のため

の要調査項目に選定されている。ただし、要調査項目等調査マニュアル（平成 12 年 12 月）

の有機リン酸エステル類の分析法において本物質は調査対象物質になっていない。 
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、我が国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度に

より評価を行っている。 

 

（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、2023 年度の届出排

出量 1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体 2)から集計した排出量等を表 2.1 に

示す。なお、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体の推計はなされていなかった。 
 

表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果 （2023 年度） 

 

本物質の 2023 年度における環境中への総排出量は 0 t であった。 
 

（2）媒体別分配割合の予測 

化管法に基づく排出量及び下水道への移動量が得られなかったため、Mackay-Type Level III 
Fugacity Model2)により媒体別分配割合の予測を行った。結果を表 2.2 に示す。 

 
表 2.2 Level Ⅲ Fugacity Model による媒体別分配割合（％） 

排出媒体 大 気 水 域 土 壌 大気/水域/土壌 

排出速度（kg/時間） 1,000 1,000 1,000 1,000（各々） 

大 気 0.0 0.0 0.0 0.0 

水 域 1.2 91.1 1.1 2.0 

土 壌 98.6 1.5 98.8 97.8 

底 質 0.1 7.4 0.1 0.2 
注：環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.3.1、表

2.3.2 に示す。 

 
  

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 0 0 0 0 0 0 - - - - 0 - 0

りん酸ジブチル＝フェニル

業種等別排出量(割合) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

届出 届出外

0% -

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

届出外
排出量

合計

総排出量の構成比(%)

届出事業所無し
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表 2.3.1 各媒体中の存在状況（国による調査結果） 

媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 
調査 測定 

年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 地域 

           
一般環境大気 µg/m3          
           
室内空気 µg/m3          
           
食物 µg/g          
           
飲料水 µg/L          
           
地下水 µg/L          
           
土壌 µg/g          
           
公共用水域・淡水 µg/L <0.00060 <0.00060 <0.00060 0.0021 0.00060 2/18 全国 2017 4) 
           
公共用水域・海水 µg/L <0.00060 <0.00060 <0.00060 <0.00060 0.00060 0/3 神奈川県、

大阪府、 
兵庫県 

2017 4) 

           
底質(公共用水域・淡水) µg/g          
           
底質(公共用水域・海水) µg/g          
           
魚類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
魚類(公共用水域・海水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・海水) µg/g          
           
注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太太字字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す。  
 

表 2.3.2 各媒体中の存在状況（国以外の調査結果） 

媒 体 幾何 
平均値 

算術 
平均値 最小値 最大値 検出 

下限値 検出率 調査 
地域 

測定 
年度 文献 

           
一般環境大気 µg/m3          
           
室内空気 µg/m3          
           
食物 µg/g          
           
飲料水 µg/L          
           
地下水 µg/L          
           
土壌 µg/g          
           
公共用水域・淡水 µg/L          
           
公共用水域・海水 µg/L          
           
底質(公共用水域・淡水) µg/g          
           
底質(公共用水域・海水) µg/g          
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媒 体 幾何 
平均値 

算術 
平均値 最小値 最大値 検出 

下限値 検出率 調査 
地域 

測定 
年度 文献 

           
魚類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
魚類(公共用水域・海水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・海水) µg/g          
           

 

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

公共用水域・淡水の実測値を用いて、人に対する曝露の推定を行った（表 2.4）。化学物質の

人による一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 
m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.4 各媒体中の濃度と一日曝露量 

 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

平 
 
 
 
 

均 

大気   
一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 
室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

   
水質   
飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
公共用水域・淡水 0.00060 µg/L 未満程度 (2017)  0.000024 µg/kg/day 未未満満程程度度 

   
食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
   
土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
   

最 
 

大 
 

値 
大気   
一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 
室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

   
水質   
飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
公共用水域・淡水 0.0021 µg/L 程度 (2017) 0.000084 µg/kg/day 程程度度 

   
食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
   
土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
   

注：太太字字の数値は、リスク評価に用いた曝露濃度（曝露量）を示す。 

 
吸入曝露については、表 2.4 に示すとおり、一般環境大気及び室内空気の実測データが得られ

ていないため、平均曝露濃度、予測最大曝露濃度ともに設定できなかった。 
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表 2.5 人の一日曝露量 

媒 体 平均曝露量（μg/kg/day） 予測最大曝露量（μg/kg/day） 

 大 気 一般環境大気   

  室内空気   

  飲料水   

 水 質 地下水   

  公共用水域・淡水 <0.000024 0.000084 
 食 物    
 土 壌    
注：1) 太太字字の数値は、リスク評価のために採用した曝露量を示す。 

2) 不等号（<）を付した値は、曝露量の算出に用いた測定濃度が「検出下限値未満」とされたものであること

を示す。 

 
経口曝露量については、表 2.5 に示すとおり曝露量を設定できる飲料水、地下水、食物及び土

壌の実測データが得られていない。そこで公共用水域・淡水からのみ摂取すると仮定した場合

には平均曝露量は 0.000024 μg/kg/day 未満程度、予測最大曝露量は 0.000084 μg/kg/day 程度とな

った。 
本物質は高濃縮性ではないと判断されているため、本物質の環境媒体から食物経由の曝露量

は少ないと考えられる。 

 

（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.6 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水域

では 0.0021 μg/L 程度、海水域では概ね 0.00060 μg/L 未満となった。 

 
表 2.6 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 0.00060 μg/L 未満程度 (2017) 0.0021 μg/L 程度 (2017) 

海 水 概ね 0.00060 μg/L 未満 (2017) 概ね 0.00060 μg/L 未満 (2017) 

注：1) 環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す。 
2) 公共用水域・淡水は河川河口域を含む。 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

本物質の体内動態、代謝に関して、知見は得られなかった。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 1) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 2,140 mg/kg 
ラット 経口 LD50 2,620 mg/kg 
マウス 経口 LD50 1,790 mg/kg 
ラット 吸入 LC > 7 mg/m3  
ウサギ 経皮 LD50 > 5,000 mg/kg 

 

ヒトでの急性影響について、知見は得られなかった。 
なお、ラットに単回強制経口投与した急性毒性試験では急性肺水腫や胃腸の運動亢進、下

痢などがみられた 1) 。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、本物質製剤（CP-850、Monsanto Company
より提供）を餌に添加して 0、10、30、100、300、600、1,000 mg/kg/day の用量で 4 週間投

与した投与量設定のための予備試験では、投与後 1 週間で赤色尿が 100 mg/kg/day 群で 1
匹、600 mg/kg/day 群で 1 匹、1,000 mg/kg/day 群で 3 匹、褐色尿が 600 mg/kg/day 群で 1 匹

観察された。その他の一般状態に投与による影響はなく、300 mg/kg/day 群の雄 1 匹が 1 週

間以内に死亡した。300 mg/kg/day 以上の群の雌及び 600 mg/kg/day 以上の群の雄で体重増

加の抑制を認めたが、剖検では投与に関連した肉眼的病変は認められなかった 2) 。 

 
イ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 15 匹を 1 群（対照群は 2 つの群にて構成）とし、本物質製

剤（CP-850、Monsanto Company より提供）を餌に添加して 0、50、150、500 mg/kg/day の用

量で 90 日間投与した結果、150 mg/kg/day 群で 2 匹、500 mg/kg/day 群で 1 匹に、頸部の腹

側または側面の腫脹、硬結、瞳孔散大が認められ、対照群及び 500 mg/kg/day 群の雌各 1 匹、

150 mg/kg/day 群の雌 2 匹が死亡し、そのうち 3 匹は 6 週目の採血後の死亡であった。

500 mg/kg/day 群の雌で摂餌量の有意な減少、500 mg/kg/day 群の雌雄で体重の有意な低下を

認め、50 mg/kg/day 以上の群の雌及び 50、500 mg/kg/day 群の雄で血小板の有意な減少、500 
mg/kg/day 群の雌雄で総タンパク質、アルブミン、コレステロールの有意な増加を認めた。

眼や尿の検査では投与に関連した影響はなく、剖検においても肉眼的病変は認められなか

ったが、150 mg/kg/day 以上の群の雄の肝臓で絶対及び相対重量の有意な増加、150 mg/kg/day
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以上の群の雌の肝臓で相対重量の有意な増加、500 mg/kg/day 群の雌で肝臓の絶対重量の有

意な増加、500 mg/kg/day 群の雌の腎臓で絶対重量の有意な減少を認めた。病理組織検査で

は、50 mg/kg/day 以上の群の雄で尿細管上皮の硝子滴変性が 15 匹中それぞれ 1、8、13 匹に

認められ、150 mg/kg/day 以上の群の雌雄の膀胱で移行上皮過形成、雌雄の腎臓で尿細管管

腔のタンパク質蓄積、500 mg/kg/day 群の雌雄の肝臓で多巣性の肝細胞変性と肝細胞肥大、

雌の卵巣で間質細胞肥大の発生率増加が認められた 3) 。 
この結果から、NOAEL を 50 mg/kg/day とする。 

 
ウ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 15 匹を 1 群とし、0、5 mg/kg/day の用量で餌に混ぜて 90 日

間投与した結果、各群で死亡はなく、一般状態や体重、血液、剖検、病理組織学的検査の結

果にも投与による影響はなかった 4) 。 
この結果から、NOAEL を 5 mg/kg/day 以上とする。なお、この試験で使用された物質は、

ブチルジフェニルホスフェート 14％、トリブチルホスフェート 14％を含んでいた。 

 
エ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 15 匹を 1 群とし、0、5、50、250 mg/kg/day の用量で餌に混

ぜて 91 日間投与した結果、全群で合計 5 匹が眼窩洞出血や事故で死亡又は安楽死したが、

いずれも投与に関連した影響とは考えられず、投与による一般状態の変化は全動物でみら

れなかった。250 mg/kg/day 群の雌で試験期間を通じて体重増加の抑制を認め、雄でも 7 週

目から 50 mg/kg/day 以上の群で体重増加の抑制傾向がみられた。250 mg/kg/day 群の雌雄で

赤血球、ヘモグロビン、ヘマトクリット値の有意な減少、総コレステロールの有意な増加

を認めたが、総コレステロールの増加については背景データの範囲内であり、投与に関連

した影響とは考えられなかった。血漿のアセチルコリンエステラーゼ（AChE）活性は 50 
mg/kg/day 以上の群の雌及び 250 mg/kg/day 群の雄、脳及び赤血球の AChE 活性は 250 
mg/kg/day 群の雌で有意に低かった。250 mg/kg/day 群の雄で肝臓の絶対及び相対重量の増

加、雌で肝臓相対重量の増加、腎臓の絶対重量の減少に有意差を認めたが、腎臓の重量の

変化は偶発的なものと考えられ、剖検では投与に関連した肉眼的病変は認められなかった。

病理組織学的検査では、50 mg/kg/day 以上の群の雄及び 250 mg/kg/day 群の雌の膀胱で上皮

過形成、粘膜下炎症の発生率の増加、250 mg/kg/day 群の雌雄の肝臓で脂肪化の発生率の増

加、雄の肝細胞でグリコーゲンの貯蔵を表すと考えられる空胞化の発生率の減少を認めた

が、肝臓の所見の生物学的意義は疑わしいと考えられている 5, 6) 。 
この結果から、雄の NOAEL を 5 mg/kg/day、雌の NOAEL を 50 mg/kg/day とする。なお、

この試験で使用された物質は、少量のブチルジフェニルホスフェート、トリブチルホスフ

ェートを含んでいた。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雌 25 匹を 1 群（対照群は 2 つの群にて構成）とし、本物質製剤

（CP-850、Monsanto Company より提供）を 0、3、30、300 mg/kg/day の用量で妊娠 6 日か

ら妊娠 15 日まで強制経口投与した結果、一般状態や体重に投与による影響はなかったが、

妊娠 11 日に 300 mg/kg/day 群の 1 匹が死亡し、剖検では鼻の周囲に少量の乾燥した赤色物
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質、肝臓に顕著な分葉化、肺に軽度のうっ血、胸腔内に血液が認められ、死因は特定されな

かった。各群の黄体数や着床数、吸収胚数、胎仔の生存数や体重、性比に投与による影響は

なく、奇形や変異の発生率にも投与による影響はなかった 7) 。 
この結果から、一般毒性の NOAEL を 300 mg/kg/day 以上とし、生殖発生毒性の NOAEL を

母ラット及び胎仔で 300 mg/kg/day 以上とする。 

 
イ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 30 匹を 1 群とし、0、5、50、250 mg/kg/day を交尾前 10 週

から交尾、妊娠、授乳の各期間を通して餌に混ぜて投与した二世代試験の結果、各群の一

般状態に投与による影響はなく、死亡の発生もなかったが、250 mg/kg/day 群の F0雌雄で交

尾前の投与期間に体重増加の有意な抑制を認めた。また、250 mg/kg/day 群の F0 雌は妊娠、

授乳期間を通して体重が有意に低かった。F0 仔世代の F1a の雌雄についても F0 と同様に混

餌投与し交配した。250 mg/kg/day 群の F1a雄、50 mg/kg/day 以上の群の F1a雌で交尾前の投

与期間に体重増加の有意な抑制を認め、250 mg/kg/day 群の F1a 雌は妊娠、授乳期間を通し

て、50 mg/kg/day 群の F1a雌は授乳期間において、体重が有意に低かった。F0、F1aの各群で

雌雄の交尾率や受胎率に投与による影響はなかった。 
仔への影響については、F1a仔において 50 mg/kg/day 以上の群で 4 日生存率、離乳時生存率

が有意に低く、F2仔においては 250 mg/kg/day 群で離乳時生存率が有意に低く、50 mg/kg/day
以上の群の雌雄で離乳前の平均体重が対照群と比較して有意に低かった。250 mg/kg/day 群

の F1a仔の生存率の有意な低下を認めたことから、仔への毒性の経路を評価するため、F0雌

雄の 0、250 mg/kg/day 群について同様にして投与し、得られた F1b仔を哺育する母ラットを

互いに入れ替えた群も追加して哺育させた結果、250 mg/kg/day 群の母ラットが哺育した対

照群の F1b仔でのみ、離乳時生存率が有意に低かった 6, 8) 。 
この結果から、一般毒性の NOAEL を F0雌雄で 50 mg/kg/day とし、生殖発生毒性の NOAEL
を F1 母ラット及び F1、F2 仔で 5 mg/kg/day とする。なお、この試験で使用された物質は少

量のブチルジフェニルホスフェート、トリブチルホスフェートを含んでいた。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）皮膚病の既往歴がない健康なボランティア 50 人（男性 32 人、女性 18 人）を対象とし、

上腕部への本物質の 24 時間閉塞適用を週 3 回の頻度で 5 週間繰り返し、その 2 週間後に同

じ部位に 24 時間閉塞適用するチャレンジテストを実施した。その結果、5 週間の期間内に

皮膚に変化（紅斑、浮腫、小胞）がみられたのは 1 人だけであったが、チャレンジテスト

では 4 人に陽性反応がみられた 9) 。 
 また、同様にしてボランティア 50 人（男性 7 人、女性 43 人）を対象にして 24 時間閉塞適

用を 5 週間繰り返した後に、水で 1％に希釈した本物質を用いてチャレンジテストを実施

した。その結果、5 週間の期間内に 8 人の皮膚に紅斑や浮腫、小胞、滲出がみられ、チャレ

ンジテストでは 10 人に陽性反応がみられた 10) 。なお、この試験で使用された物質はブチ

ルジフェニルホスフェート、トリブチルホスフェートを含んでいた。 
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（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2
に示すとおりである。 

 
表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 
WHO IARC －  
EU EU －  
 EPA －  
USA ACGIH －  
 NTP － 
日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 

② 遺伝子傷害性に関する知見 

ア）in vitro 試験系では、代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌 11～14) 、

大腸菌 14) 、酵母 11) で遺伝子突然変異を誘発しなかった。また、S9 添加の有無にかかわら

ずマウスリンパ腫細胞（L5178Y）15) 、チャイニーズハムスター卵巣細胞（CHO）16) で遺伝

子突然変異、ヒト末梢血リンパ球 17) で染色体異常を誘発せず、ラット肝細胞（初代培養） 18) 

で不定期 DNA 合成を誘発しなかった。 

 
イ）in vivo 試験系では、腹腔内投与したラットの骨髄細胞 19)で染色体異常を誘発しなかった。 

 

③ 実験動物に関する発がん性の知見 

  実験動物での発がん性に関して、知見は得られなかった。 

 

④ ヒトに関する発がん性の知見 

  ヒトでの発がん性に関して、知見は得られなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、

発がん性については知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断できない。

このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基づき無

毒性量等を設定することとする。 
経口曝露については、中・長期毒性エ）に示したラットの試験から得られた NOAEL 

5 mg/kg/day（膀胱の上皮過形成、粘膜下炎症）を慢性曝露への補正が必要なことから 10 で除
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

した 0.5 mg/kg/day が信頼性のある最も低用量の知見と判断し、これを無毒性量等に設定する。 
吸入曝露については、無毒性量等の設定ができなかった。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 

ア）経口曝露 

【予測最大曝露量に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 
経口曝露については、公共用水域・淡水を摂取すると仮定した場合、平均曝露量は

0.000024 µg/kg/day 未満程度、予測最大曝露濃度は 0.000084 µg/kg/day 程度であった。無毒性

量等 0.5 mg/kg/day と予測最大曝露量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10
で除して求めた MOE は 600,000 となる。 

このため、健康リスクの判定としては、現時点では作業は必要ないと考えられる。 
  

表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測最大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

0.5 mg/kg/day ラット 
－ 

公共用水域・

淡水 
0.000024 µg/kg/day 

未満程度 0.000084 µg/kg/day 程度 600,000 
 

 
 
 
 

【総合的な判定】 
化管法に基づく 2023 年度の環境中への総排出量は 0 t であった。本物質は高濃縮性ではな

いと判断されているため、本物質の環境媒体から食物経由の曝露量は少ないと考えられるこ

とから、その曝露量を加えても MOE が大きく変化することはないと考えられる。 
したがって、総合的な判定としては、本物質の経口曝露については、健康リスクの評価に

向けて経口曝露の情報収集等を行う必要性は低いと考えられる。 

 

イ）吸入曝露 

【予測最大曝露濃度に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 
吸入曝露については、無毒性量等が設定できず、曝露濃度も把握されていないため、健康

リスクの判定はできなかった。 
 
 

表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 － － 

－ － 
－ 

室内空気 － － － 
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【総合的な判定】 

化管法に基づく 2023 年度の環境中への総排出量は 0 t であり、媒体別分配割合の予測結果

では、大気に排出した場合でもほとんど大気には分配されないと予測されている。したがっ

て、総合的な判定としては、本物質の一般環境大気からの吸入曝露については、健康リスク

の評価に向けて吸入曝露の情報収集等を行う必要性は低いと考えられる。 

 
  

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、生物群（藻類等、甲殻類等、魚類

及びその他の生物）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなった。 
 

表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 生物名 生物分類／和名 

エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性 

採用の 

可能性 
文献 No.  

藻類等  ○ 2,300*1 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 

NOEC 
GRO (RATE) 3 ―*2 ― 2)  

 ○  8,100*1 Raphidocelis 
subcapitata 緑藻類 

EC50    
GRO (RATE) 3 ―*2 ― 2)  

甲殻類

等 
 ○ 92 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B B 1)-18379 

 ○  360 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 2 B B 1)-18379 

 ○  830*1 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 2 ―*2 ― 2)  

魚 類 ○  1,300*1 Cyprinus carpio コイ LC50   MOR  4 ―*2 ― 2) 

その他   ― ― ― ― ― ― ― ― 

毒毒性性値値（太字）：：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒毒性性値値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 
EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、 
NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 

影響内容 
GRO (Growth)：生長（植物）、IMM (Immobilization)：遊泳阻害、REP (Reproduction)：繁殖、再生産、 
MOR (Mortality) : 死亡 

毒性値の算出方法 
RATE：生長速度より求める方法（速度法） 
 

*1 3 物質混合物の毒性値（本物質そのものの毒性値ではない。本物質以外にリン酸ブチルジフェニル及びリン酸トリブチルが

最大で 35%混合している） 
*2 3 物質混合物を用いた毒性試験の信頼性は A（信頼できる）である 
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評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のために採用した。その知見の

概要は以下のとおりである。 

 
1） 甲殻類等 

Adams と Heidolph1)-18379は、オオミジンコ Daphnia magna の急性遊泳阻害試験を実施した。試

験は止水式で行われ、硬度 120～250 mg CaCO3/L の試験用水が用いられた。試験溶液の調製に

は、助剤としてジメチルホルムアミド (DMF) 又はアセトンが最大量 1.0 mL/L で用いられた。

遊泳阻害に関する 48 時間半数影響濃度 (EC50) は、設定濃度に基づき 360 µg/L であった。 
また、Adams と Heidolph1)-18379は、Macek と Buxton により報告された試験方法 (1976) に従っ

て、オオミジンコ Daphnia magna の繁殖試験を実施した。試験は流水式で行われ、設定試験濃

度区は対照区及び助剤対照区のほかに 5 濃度区であった。試験用水の硬度は 160～180 mg /L 
(CaCO3 換算) であった。試験溶液の調製には、助剤としてジメチルホルムアミド (DMF) 又は

アセトンが 0.1 mL/L 以下の濃度で用いられた。繁殖阻害（親個体の死亡率）に関する 21 日間無

影響濃度 (NOEC) は、実測濃度に基づき 92 µg/L であった。 

  

（2）定量的構造活性相関 (QSAR) 等による検討
 

本物質の有害性情報に関しては、甲殻類について 1 文献から信頼できる急性毒性及び慢性毒

性実験値が 1 つずつ得られているのみである。そこで、3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）の急性

及び慢性毒性について、予測手法により生態毒性を推定し、甲殻類については、その結果が PNEC
導出に用いた実験値を補強する証拠の一つとして用いることができるか、その他の 2 生物群に

ついては、その結果をリスク評価に活用できるかどうか検討した（付属資料「リン酸ジブチル

＝フェニル」参照）。 

 
1）QSAR による生態毒性の推定 

甲殻類慢性毒性及び魚類の慢性毒性において、一定の指標aを満たす QSAR 回帰式から、適用

領域内bと判定された QSAR 予測値について（表 4.2 及び表 4.3）、その妥当性を検討した。 
 

表 4.2 リン酸ジブチル＝フェニルの QSAR を用いた急性毒性予測結果の概要 

(KOWWIN による推定値 log Kow = 4.11 を用いた予測) 

生物

群 
QSAR 予測値 

（95%予測区間） 
[µg/L] 

エンド 

ポイント 
QSAR モデル QSAR クラス Max log Kow 

[log Kow Range] R2 n Q2 

藻 
 

類 

1,230 96 h EC50 ECOSAR 2.2 Esters 6.4 [-0.18, 6.3] 0.79 28 (6) ― 

4,940 96 h EC50 ECOSAR 2.2 Esters, Phosphates Inert 
Substitutions 6.4 [1.2, 4.7] 0.99 6 (3) ― 

 
a KATE、ECOSAR に共通：決定係数 (R2) が 0.7 以上、毒性試験データ数 (n) が 5 以上。KATE のみ：leave-one-out による内部

バリデーション指標 (Q2) が 0.5 以上  
b KATE、ECOSAR に共通：推定 logKow が QSAR を構築する参照物質の log Kow の最大値と最小値の間に存在する。 

KATE のみ：部分構造適用領域に対する判定が「in」又は「in (conditionally)」である 
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生物

群 
QSAR 予測値 

（95%予測区間） 
[µg/L] 

エンド 

ポイント 
QSAR モデル QSAR クラス Max log Kow 

[log Kow Range] R2 n Q2 

甲

殻

類 

2,060 48 h LC50 ECOSAR 2.2 Neutral Organics 5 [-2.7, 5] 0.77 98 (30) ― 

2,810 48 h LC50 ECOSAR 2.2 Esters, Phosphates Inert 
Substitutions 5 [1.2, 4.7] 0.96 7 (15) ― 

3,690 48 h LC50 ECOSAR 2.2 Esters 5 [-0.67, 5.3] 0.81 47 (26) ― 

魚 
 

類 

1,830 96 h LC50 ECOSAR2.2 Esters 5 [-0.18, 5.4] 0.79 102 (13) ― 

2,630 96 h LC50 ECOSAR2.2 Esters, Phosphates  
Inert Substitutions 5 [-0.6, 4.7] 0.96 28 (12) ― 

2,980 96 h LC50 ECOSAR2.2 Neutral Organics 5 [-1.8, 5] 0.878 298 (55) ― 

4,500 
(1,000 - 20,000) 

96 h LC50 KATE2025 v1.0 CNOSP_X_ 
phosphorus unreactive [1.56, 4.70] 0.94 6 (9) 0.87 

QSAR 予予測測値値（太字）：統計値が指標を満たし、かつ適用領域内と判定された予測値 
QSAR 予予測測値値（太字下線）：統計値が指標を満たし、かつ適用領域内と判定された予測値のうち、QSAR 式を構成している 

         参照物質に本物質のようなリン酸エステル類が含まれており、生物活性物質等は含まれていな

いもの、参照物質の種類数が 5 以上であるもの（後述） 

95%予測区間：KATE のみ記載 
R2：QSAR 式の決定係数 
n：毒性試験データ数 

(  ) の数値は KATE では Support Chemicals (log Kow 推定値 > 6.0 の化学物質、不等号付き、外れ値)、ECOSAR では SAR 
data not included in Regression Equation 等、クラスの構造定義に合致するものの QSAR 式の構築には使用されないデータ数。 

Q2：leave-one-out による内部バリデーション指標 (KATE のみ) 
ChV (Chronic Value)：NOEC と LOEC の幾何平均値 
Max log Kow：ECOSAR において各 QSAR 式に定められる log Kow の値。これを超過する log Kow では「No Effects at Saturation」
と予測される。 
[log Kow Range]：QSAR を構築する参照物質の最小及び最大の log Kow 

 

表 4.3 リン酸ジブチル＝フェニルの QSARを用いた慢性毒性予測結果の概要 

(KOWWINによる推定値 log Kow = 4.11を用いた予測) 

生物

群 
QSAR 予測値 

（95%予測区間） 
[µg/L] 

エンド 

ポイント 
QSAR モデル QSAR クラス Max log Kow 

[log Kow Range] R2 n Q2 

藻 
 

類 

830 
(58 – 12,000) 

72 h NOEC KATE2025 v1.0 CNOSP_X phosphorus 
all [1.63, 4.70] 0.74 9 (7) 0.64 

1,390 ChV ECOSAR 2.2 Neutral Organics 8 [-1.2, 5.9] 0.7 34 (5) ― 

1,500 
(420 – 5,400) 

72 h NOEC KATE2025 v1.0 CNOSP_X phosphorus 
unreactive [2.24, 4.70] 0.95 5 (7) 0.86 

2,350 ChV ECOSAR 2.2 Esters, Phosphates Inert 
Substitutions 8 [1.2, 6.8] 0.96 7 (2) ― 
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 QSAR 予測値 
（95%予測区間） 

[µg/L] 

エンド 

ポイント 
QSAR モデル QSAR クラス Max log Kow 

[log Kow Range] R2 n Q2 

甲

殻

類 

345 ChV ECOSAR2.2 Neutral Organics 8 [-0.15, 7.7] 0.87 26 (1) ― 

537 ChV ECOSAR2.2 Esters, Phosphates Inert 
Substitutions 8 [-0.6, 7.3] 0.99 10 (2) ― 

739 ChV ECOSAR2.2 Esters 8 [0.59, 8.1] 0.8 27 (14) ― 

魚

類 367 ChV ECOSAR2.2 Neutral Organics 8 [0.49, 6.2] 0.74 46 (7) ― 

QSAR 予予測測値値（太字）：統計値が指標を満たし、かつ適用領域内と判定された予測値 
QSAR 予予測測値値（太字下線）：統計値が指標を満たし、かつ適用領域内と判定された予測値のうち、QSAR 式を構成している 

         参照物質に本物質のようなリン酸エステル類が含まれており、生物活性物質等は含まれていな

いもの、参照物質の種類数が 5 以上であるもの（後述） 

95%予測区間：KATE2025 のみ記載 
R2：QSAR 式の決定係数 
n：毒性試験データ数 

(  ) の数値は KATE では Support Chemicals (log Kow 推定値 > 6.0 の化学物質、不等号付き、外れ値)、ECOSAR では SAR 
data not included in Regression Equation 等、クラスの構造定義に合致するものの QSAR 式の構築には使用されないデータ数。 

Q2：leave-one-out による内部バリデーション指標 (KATE のみ) 
ChV (Chronic Value)：NOEC と LOEC の幾何平均値 
Max log Kow：ECOSAR において各 QSAR 式に定められる log Kow の値。これを超過する log Kow では「No Effects at Saturation」
と予測される。 
[log Kow Range]：QSAR を構築する参照物質の最小及び最大の log Kow 

 
 

ECOSAR 2.2 （以下、「ECOSAR」という。）の「Neutral Organics クラス」及び「Esters クラス」

について、実際に参照物質の構造を確認したところ、本物質のようなリン酸エステル類は含ま

れていなかったため、これら 2 クラスからの QSAR 予測値を採用するのは妥当ではないと判断

した。また、藻類の慢性毒性（表 4.3）における KATE 2025 ver.1.0（以下、「KATE」という。）

の「CNOSP_X phosphorus all クラス」には、生物活性のある農薬等が参照物質に含まれているた

め、ここでは用いないこととした。 

また、各 QSAR 式を構成している参照物質の毒性試験データ数 (n) が指標を満たしていても、

実際の参照物質の種類数が 5 未満である場合には、そのクラスからの毒性予測値は採用しない

こととした。 

「Neutral Organics クラス」、「Esters クラス」、「CNOSP_X phosphorus all クラス」以外で参照物

質種類数が 5 以上の QSAR クラスについて、各 QSAR 式を構成している参照物質を確認したと

ころ、それぞれリン酸トリブチルやリン酸トリフェニル等本物質の類似物質が含まれているこ

とが明らかであったため、当該クラスからの QSAR 予測値は妥当であり採用可能と判断した。 

その結果、魚類急性毒性予測値は 2,630～4,500 µg/L、藻類慢性毒性予測値は 1,500～2,350 µg/L、
甲殻類慢性毒性予測値は 537 µg/L とされた。 

藻類及び甲殻類の急性毒性QSAR予測値と魚類の慢性毒性QSAR予測値については、各QSAR
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 QSAR 予測値 
（95%予測区間） 

[µg/L] 

エンド 

ポイント 
QSAR モデル QSAR クラス Max log Kow 

[log Kow Range] R2 n Q2 

甲

殻

類 

345 ChV ECOSAR2.2 Neutral Organics 8 [-0.15, 7.7] 0.87 26 (1) ― 

537 ChV ECOSAR2.2 Esters, Phosphates Inert 
Substitutions 8 [-0.6, 7.3] 0.99 10 (2) ― 

739 ChV ECOSAR2.2 Esters 8 [0.59, 8.1] 0.8 27 (14) ― 

魚

類 367 ChV ECOSAR2.2 Neutral Organics 8 [0.49, 6.2] 0.74 46 (7) ― 

QSAR 予予測測値値（太字）：統計値が指標を満たし、かつ適用領域内と判定された予測値 
QSAR 予予測測値値（太字下線）：統計値が指標を満たし、かつ適用領域内と判定された予測値のうち、QSAR 式を構成している 

         参照物質に本物質のようなリン酸エステル類が含まれており、生物活性物質等は含まれていな

いもの、参照物質の種類数が 5 以上であるもの（後述） 

95%予測区間：KATE2025 のみ記載 
R2：QSAR 式の決定係数 
n：毒性試験データ数 

(  ) の数値は KATE では Support Chemicals (log Kow 推定値 > 6.0 の化学物質、不等号付き、外れ値)、ECOSAR では SAR 
data not included in Regression Equation 等、クラスの構造定義に合致するものの QSAR 式の構築には使用されないデータ数。 

Q2：leave-one-out による内部バリデーション指標 (KATE のみ) 
ChV (Chronic Value)：NOEC と LOEC の幾何平均値 
Max log Kow：ECOSAR において各 QSAR 式に定められる log Kow の値。これを超過する log Kow では「No Effects at Saturation」
と予測される。 
[log Kow Range]：QSAR を構築する参照物質の最小及び最大の log Kow 

 
 

ECOSAR 2.2 （以下、「ECOSAR」という。）の「Neutral Organics クラス」及び「Esters クラス」

について、実際に参照物質の構造を確認したところ、本物質のようなリン酸エステル類は含ま

れていなかったため、これら 2 クラスからの QSAR 予測値を採用するのは妥当ではないと判断

した。また、藻類の慢性毒性（表 4.3）における KATE 2025 ver.1.0（以下、「KATE」という。）

の「CNOSP_X phosphorus all クラス」には、生物活性のある農薬等が参照物質に含まれているた

め、ここでは用いないこととした。 

また、各 QSAR 式を構成している参照物質の毒性試験データ数 (n) が指標を満たしていても、

実際の参照物質の種類数が 5 未満である場合には、そのクラスからの毒性予測値は採用しない

こととした。 

「Neutral Organics クラス」、「Esters クラス」、「CNOSP_X phosphorus all クラス」以外で参照物

質種類数が 5 以上の QSAR クラスについて、各 QSAR 式を構成している参照物質を確認したと

ころ、それぞれリン酸トリブチルやリン酸トリフェニル等本物質の類似物質が含まれているこ

とが明らかであったため、当該クラスからの QSAR 予測値は妥当であり採用可能と判断した。 

その結果、魚類急性毒性予測値は 2,630～4,500 µg/L、藻類慢性毒性予測値は 1,500～2,350 µg/L、
甲殻類慢性毒性予測値は 537 µg/L とされた。 

藻類及び甲殻類の急性毒性QSAR予測値と魚類の慢性毒性QSAR予測値については、各QSAR
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式を構成している参照物質の種類数が 5 未満であったり、参照物質に本物質のようなリン酸エ

ステル類が含まれていなかったため、採用しなかった。 
甲殻類の慢性毒性 QSAR 予測値 (537 µg/L) は、PNEC の導出に用いた慢性毒性実験値 (92 

µg/L) の 10 倍の範囲に収まっていた。 

 
2）類推による生態毒性の推定 

「1）QSAR による生態毒性の推定」において、藻類及び甲殻類の急性毒性と魚類の慢性毒性

については妥当性のある QSAR 予測値が得られなかったため、類似物質による類推により毒性

予測を検討することとした。 

本物質が分類される ECOSAR の「Esters, Phosphates Inert Substitutions クラス」を構築してい

る参照物質から、本物質と化学構造的に類似性が比較的高い物質を抽出した（表 4.4）。抽出し

た物質は、log Kow（予測値）の値が本物質 (4.11) より小さいリン酸トリ n-ブチル (log 
Kow=3.82) と大きいリン酸トリフェニル (log Kow=4.70)である。 

類似物質の毒性傾向を確認したところ、log Kow が大きいものあるいはフェニル基を持つも

のの方が毒性が高い（つまり毒性値が小さい）傾向がありそうなことが示唆された。しかし、

甲殻類等の慢性毒性のように、log Kow が大きくフェニル基の数が多いリン酸トリフェニルよ

りも、log Kow が小さくフェニル基の数が少ないリン酸ジブチルフェニル（本物質）の方が毒

性値が小さい例もあった。したがって、本物質の藻類及び甲殻類の急性毒性予測値や魚類の慢

性毒性予測値を、log Kow やフェニル基の数の観点から類推することはしなかった。 

 

表 4.4 リン酸ジブチルフェニル（本物質）及び ECOSAR「Esters, Phosphates Inert 

Substitutionsクラス」の参照物質から抽出した類似物質 

（毒性値は ECOSARではなく『化学物質の環境リスク評価』より引用） 
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EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、 
LETC (Lethal Treshold Concentration)：致死限界濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 
R. subcapitata = Raphidocelis subcapitata 緑藻（ムレミカヅキモ）、D. subspicatus = Desmodesmus subspicatus 緑藻（トゲイカダモ）、

D. magna = Daphnia magna オオミジンコ、O. latipes = Oryzias latipes ミナミメダカ、O. mykiss = Oncorhynchus mykiss ニジマス 
 
 

（3）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

生態毒性試験によって得られた毒性値のうち、急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、

上記本文で示した最小毒性値に情報量に応じたアセスメント係数を適用し、予測無影響濃度 
(PNEC) を求めた。 

 
急性毒性値 
甲殻類等 Daphnia magna 48 時間 EC50（遊泳阻害）  360 µg/L 

アセスメント係数：1,000［1 生物群（甲殻類等）の信頼できる知見が得られたため］ 

 得られた毒性値（甲殻類等の 360 µg/L）をアセスメント係数 1,000 で除することにより、急性

毒性値に基づく PNEC 値 0.36 µg/L が得られた。 
 

慢性毒性値 
甲殻類等 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害）  92 µg/L 

アセスメント係数：100［1 生物群（甲殻類等）の信頼できる知見が得られたため］ 

 得られた毒性値（甲殻類等の 92 µg/L）をアセスメント係数 100 で除することにより、慢性毒

性値に基づく PNEC 値 0.92 µg/L が得られた。 
 
本物質の PNEC としては、甲殻類等の急性毒性値から得られた 0.36 µg/L を採用する。 

 

（4）生態リスクの初期評価結果 

【PEC / PNEC 比による生態リスクの判定】 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度で見ると淡水域では 0.00060 µg/L 未満程度、

海水域も概ね 0.00060 µg/L 未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度 
(PEC) は、淡水域で 0.0021 µg/L 程度、海水域では概ね 0.00060 µg/L 未満であり、PEC と予測無

影響濃度 (PNEC) の比は、淡水域で 0.006、海水域では 0.002 未満となる。 
したがって、生態リスクの判定としては、現時点では作業の必要はないと考えられた。 
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EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、 
LETC (Lethal Treshold Concentration)：致死限界濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 
R. subcapitata = Raphidocelis subcapitata 緑藻（ムレミカヅキモ）、D. subspicatus = Desmodesmus subspicatus 緑藻（トゲイカダモ）、

D. magna = Daphnia magna オオミジンコ、O. latipes = Oryzias latipes ミナミメダカ、O. mykiss = Oncorhynchus mykiss ニジマス 
 
 

（3）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

生態毒性試験によって得られた毒性値のうち、急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、

上記本文で示した最小毒性値に情報量に応じたアセスメント係数を適用し、予測無影響濃度 
(PNEC) を求めた。 

 
急性毒性値 
甲殻類等 Daphnia magna 48 時間 EC50（遊泳阻害）  360 µg/L 

アセスメント係数：1,000［1 生物群（甲殻類等）の信頼できる知見が得られたため］ 

 得られた毒性値（甲殻類等の 360 µg/L）をアセスメント係数 1,000 で除することにより、急性

毒性値に基づく PNEC 値 0.36 µg/L が得られた。 
 

慢性毒性値 
甲殻類等 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害）  92 µg/L 

アセスメント係数：100［1 生物群（甲殻類等）の信頼できる知見が得られたため］ 

 得られた毒性値（甲殻類等の 92 µg/L）をアセスメント係数 100 で除することにより、慢性毒

性値に基づく PNEC 値 0.92 µg/L が得られた。 
 
本物質の PNEC としては、甲殻類等の急性毒性値から得られた 0.36 µg/L を採用する。 

 

（4）生態リスクの初期評価結果 

【PEC / PNEC 比による生態リスクの判定】 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度で見ると淡水域では 0.00060 µg/L 未満程度、

海水域も概ね 0.00060 µg/L 未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度 
(PEC) は、淡水域で 0.0021 µg/L 程度、海水域では概ね 0.00060 µg/L 未満であり、PEC と予測無

影響濃度 (PNEC) の比は、淡水域で 0.006、海水域では 0.002 未満となる。 
したがって、生態リスクの判定としては、現時点では作業の必要はないと考えられた。 
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表 4.5 生態リスクの判定結果 

水 質 平均濃度 最大濃度 (PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比 

公共用水域・淡水 
0.00060 µg/L 未満程度 

(2017) 
0.0021 µg/L 程度 (2017) 

0.36 
µg/L 

0.006 

公共用水域・海水 
概ね0.00060 µg/L未満  
(2017) 

概ね0.00060 µg/L未満  
(2017) < 0.002 

注：1) 環境中濃度での (  ) 内の数値は測定年度を示す 
2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

 
 

【総合的な判定】 

QSAR による生態毒性の推定を検討した結果、魚類急性毒性予測値は 2,630～4,500 µg/L、藻

類慢性毒性予測値は 1,500～2,350 µg/L とされた。これらを考慮しても 3 生物群の毒性値の数は

揃わず、アセスメント係数は急性毒性で 1,000、慢性毒性で 100 のままである。PNEC の参考値

は、甲殻類等の実験値に基づく PNEC（表 4.5）と同様に 0.36 µg/L となる。したがって、PEC と 
PNEC の参考値の比は、PEC / PNEC 比と同様に淡水域で 0.006、海水域では 0.002 未満である。 
したがって、総合的な判定も、現時点では作業の必要はないと考えられた。 

 
  

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要 
ないと考えられる。 

情報収集に努める必要 
があると考えられる。 

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1 ［ 判定基準 ］ 
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